
阿部顕三・遠藤正寛『国際経済学』有斐閣アルマ 

1 

 

 

 

 

 

2014 年 2 月 17 日 公開 

 

 

 

第 7章 関税政策の応用分析 

 

Web資料 7-2 外国からの政治献金に対する賛否 

 

 本章のコラムでは外国からの政治献金を取り上げた。読者の参考に，外国からの政治献

金を禁止する意見と評価する意見について，代表的なものをまとめてみた。 

 外国からの政治献金を禁止する意見としては，主に次のようなものがある。政党はその

国の国民のために活動するのであるから，政治献金も自国民からに限るべきである。参政

権のない外国人からの政治献金を受け取ることは，国政を外国人に有利にするための働き

かけを許すことであり，自国の主権を外国人が脅かすことになりかねない。確かに，自国

内で活動している外国法人や，自国の資産を保有する外国人は，自国の将来に強い利害関

係を有している。しかし，外国からの政治献金を限定的にでも認めても，献金を認める外

国法人・外国人と認めない外国法人・外国人との線引きは難しい。また，献金の認められ

ない外国法人・外国人によって，この規定が抜け穴として使われかねない。 

 他方，外国からの政治献金を評価する意見としては，主に次のようなものがある。強制

力を伴わない形の外国からの政治的影響には，国家間の関係を改善し，より協力的な国際

関係を構築する潜在的な力がある。政治献金もこれに資する。また，企業活動は各国の政

策に大きく影響を受けるため，企業は外国も含む各国政府に対して自分たちの意見を表明

する権利がある。政治献金もそのような意見の表明方法の 1 つである。さらに，国内から

か外国からかを問わず，政党や政治家による政治献金の受領はすべて公開すべきであり，

特定の政治献金の受け取りがその政党や政治家の判断を歪めたかどうかの判断は国民に委

ねるのが望ましい。外国からの政治献金の影響は，誇張されているかもしれない。 
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